
関東財務局の地域連携の取組み

✓職員一人ひとりが地域に関心を持ち、
貢献する意識を高め、課題解決に向
けた地域連携の意識を醸成

✓地域の各主体との積極的な対話等を
通じた、能動的な地域課題の把握

✓地域課題の解決に貢献できるよう、
職員の能力向上に努めることにより、
組織的な対応力を強化

✓最適な解決策を提案できる体制の整
備や、既存のネットワークの拡充等
により、組織内外の連携体制を整
備・強化

主な取組内容

財政、金融、国有財産などの業務を
通じ、地域の声に耳を傾け、自らの
能力向上に努めながら、地域の課題
解決に貢献すること

➀地域経済活性化

➢地域活性化政策対話や地方公共団体の財務状況把握ヒアリング
等から得た地域の課題解決への取組

➢事業者の経営改善支援や事業再生支援等の円滑化に向け、関
係先と連携した取組の推進

➁地域の脱炭素化
➢さいたま新都心合同庁舎１号館の脱炭素を目標として、入居
官署で情報共有・協働した省エネの推進

➢国有財産を活用した脱炭素化に向けた取組の検討
➢地方公共団体などが抱える脱炭素の取組に関する課題解決に
向け、関係先と連携した取組の推進

③財政・金融に関する知識普及
➢若年層向けや子育て世代向けを中心として、様々な年代の地
域の関係者に対する『財政教育』の提供

➢学生から高齢者まで各年代に対する資産形成や消費者トラブ
ル防止等の金融知識の普及活動の推進

④災害対応
➢包括的な災害協定の締結先が行う防災会議・緊急連絡訓練等
への参加による、関係先との連携・機能を強化

➢発災時における金融機関への金融上の措置要請、国有財産の
活用、地方公共団体への災害融資、災害立会を適切に実行す
ることによる地域への貢献

目指す姿

地域と歩み、希望ある社会を次世代へ

行動規範

基本方針

地域連携中期計画（概要）

主な取組内容

令和６事務年度地域連携取組方針（概要）

以下の４つの分野を中心として、職員・組織が一体となって関東
財務局の持つ機能を発揮し、地域連携の推進、地方創生支援に取
り組んでいく。特に地域金融機関と関係者との結びつきに関与。

（令和4年7月～令和7年6月）


